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６．エピローグ 

 公的年金制度改革は、社会の長期的な将来像に関わるものであり、その方向性は、既に

述べたとおり平成 24 年の社会保障・税一体改革、平成 25 年の社会保障制度改革プログラ

ム法、平成 26 年財政検証結果等から検討されてきたものである。具体的な施策を見ると、

現行制度の枠組みの中で現実的にできるものを行っていく90改革と言え、かつ一億総活躍

国民会議において取りまとめられたいわゆる「新・三本の矢」ともつながるものとされる91。 

 少子高齢化、人口減少を背景に、年金の所得保障機能と年金財政の持続可能性の両立は、

引き続き課題となっている92。高齢者を支える家族機能が低下してきているとの指摘があ

る中93、基礎年金の給付水準も低下が避けられない状況にある。被用者保険の更なる適用

拡大等94により基礎年金の給付水準の低下に年金財政の中で対応するのか、年金生活者支

援給付金のように年金財政とは別の枠組みで支えるのかという問題もあり95、社会保障に

おける公的年金の今後の役割が問われ続けていると言えよう。 

（てしま のぞむ） 

90 渡邉芳樹、山崎泰彦「特別対談 年金制度、大きな到達点と今日的課題（上）」『週刊年金実務』第 2161 号

（平 27.9.21） 
91 短時間労働者への被用者保険の適用拡大の促進は、中小企業の人材確保努力のサポート、非正規労働者の処

遇改善、制度を支える担い手確保への寄与により、それぞれ新・第一の矢「希望を生み出す強い経済」、新・

第二の矢「夢をつむぐ子育て支援」、新・第三の矢「安心につながる社会保障」に結びつくものとされている。

また、国民年金第１号被保険者の産前産後期間の保険料の免除は、次世代育成支援の強化により新・第二の

矢に、年金額の改定ルールの見直しは、高齢世代にも一定の配慮を行いつつ若い世代の給付水準を確保する

ことで新・第三の矢につながるものとされている。 
92 「インタビュー 駒村康平慶應義塾大学経済学部教授 年金財政と給付水準確保の両立に向けて 基礎年金

の水準低下への対応が重要課題に」『年金時代』No.654（平 27.3） 
93 藤田孝典『下流老人 一億総老後崩壊の衝撃』（朝日新聞出版、平成 27 年）150 頁 
94 基礎年金へのマクロ経済スライドの発動は慎重にすべきとの主張がある。牛丸聡「公的年金改革」『年金と

経済』Vol.34 No.1（平 27.4）。年金部会でも、同様の意見があった。 
95 「特集 平成 26 年財政検証追加報告と年金部会の議論 持続可能性の追求と給付水準の確保策が課題に」

『年金時代』No.646（平 26.8） 


